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１ 妊娠前・妊娠中のサポート 

① 生理休暇 
 

ど ん な 時 生理日に勤務することが著しく困難な時 

サポート内容 その都度必要と認める期間休暇を取得できます。 

給与の支給 有給 

 

② 不妊治療の受診 
 

ど ん な 時 不妊治療に係る医療機関への通院、説明会への出席等の時 

サポート内容 

(1)１年につき 10日の範囲内で必要と認める期間、休暇を取得できます。 

(2)医師の診断に基づき治療行為が必要と認められる場合、90 日以内の

休暇を取得できます。 

(3)本人または配偶者の不妊治療に伴い、職員が勤務しないことが相当

で 

あると認められる場合に取得できます。（252日以内） 

給与の支給 
(1・2)有給 

(3)無給（ただし、一部の手当は勤務時間に応じて支給されます。） 

 

③ 妊娠障害（つわり）休暇 
 

ど ん な 時 つわり、切迫流産等の妊娠障害のために勤務することが困難な時 

サポート内容 

妊娠期間中 14日以内で必要と認められる期間休暇を取得できます。 

なお、14日を超える場合は療養休暇として取得することができます。

（最長 180日）       

給与の支給 有給  

 

④ 健康診査及び保健指導に係る休暇 
 

ど ん な 時 妊娠中の職員が健康診査又は保健指導を受ける時 

サポート内容 

・妊娠満２３週まで・・・・・・・・・４週間に１回  

・妊娠満２４週から満３５週まで・・・２週間に１回  

・妊娠満３６週から分べんまで・・・・１週間に１回 

いずれの期間も医師等の指示があればその指示された回数休暇を取

得できます。  

なお、１回に取得できる時間はいずれも必要と認められる時間です。 

給与の支給 有給 

Ⅰ 子育てのサポート 
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⑤ 危険有害業務の就業制限 
 

サポート内容 

妊娠中の女性は、 

・重量物を取り扱う業務 

・有害ガスを発散する場所における業務 

・その他妊娠、出産、哺育等に有害な業務 

に従事することが制限されています。 

 

⑥ 深夜勤務及び時間外勤務の制限 
 

サポート内容 

妊娠中の女性から請求があった場合は、 

・１日について８時間 

・１週間について４０時間 

を超えて労働させてはいけないこととなっています。 

また、同様に時間外、休日労働、深夜業をさせてはいけないないこと

になっています。 

 

⑦ 通勤緩和措置 
 

ど ん な 時 
妊娠中の職員が通勤に利用している交通機関が混雑していて、母体又

は胎児の健康保持に影響があると認められる場合 

サポート内容 
正規の勤務時間の始め又は終わりに、１日を通じて１時間を超えない

範囲内で必要と認められる時間休暇を取得できます。 

給与の支給 有給 

 

⑧ 職員の休息等 
 

ど ん な 時 
妊娠中の職員の従事する業務が母体又は胎児の健康保持に影響があ

ると認められる場合で、適宜休息し又は補食したい時 

サポート内容 その都度必要と認められる時間休暇を取ることができます。  

給与の支給 有給 
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２ 出産前後のサポート 

 

 
 
① 産前・産後休暇 
 

ア 妊娠４ヶ月以上で分べんする場合 
 

サポート内容 

分べん予定日前８週間目（多胎妊娠の場合にあっては１４週間目）に

当たる日から、産後の休暇は、分べんの日後８週間目にあたる日までの

間にそれぞれ必要と認める期間、休暇を取得することができます。 

また、特に必要と認められる場合は、産前８週に満たない日数は産後

に加算することができます。 

《具体的な産前産後休暇期間の算定例》 

分べん予定日が５月１日の場合 

→８週間前にあたる３月６日から、８週間後にあたる６月２６日 

まで取得できますので、１６週間に分べん日を加えた１１３日 

間となります。 

給与の支給 有給 

 

イ 妊娠４ヶ月未満で分べんする場合 
 

サポート内容 
分べんの日から 14 日以内で必要と認められる期間、休暇を取得する

ことができます。 

給与の支給 有給 

 

 

② 健康診査及び保健指導に係る休暇 
 

ど ん な 時 分べん後に健康診査及び保健指導を受ける時 

サポート内容 
分べん後１年以内に１回取得できます。 

なお、医師等の指示があればその回数取得することができます。 

給与の支給 有給 

 

 

③ 危険有害業務の就業制限 
 

サポート内容 

産後１年を経過しない期間は、 

・重量物を取り扱う業務 

・有害ガスを発散する場所における業務 

・その他哺育等に有害な業務 

に従事することが制限されています。 



4 

 

 

④ 深夜勤務及び時間外勤務の制限 
 

サポート内容 

産後１年を経過しない期間に請求があった場合は、 

・１日について８時間 

・１週間について４０時間 

を超えて労働させてはいけないことになっています。 

また、同様に時間外、休日労働、深夜業をさせてはいけないことにな

っています。 
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３ 育児中のサポート 

 
 
 

① 育児休業 
 

ど ん な 時 

満３歳に達しない子を養育している時 

（育児休業により養育しようとする子について、配偶者が育児休業を

取得している場合や配偶者が専業主婦（夫）であっても取得できま

す。）                                  

サポート内容 

子が３歳に達する日（３歳の誕生日の前日）まで休暇を取得するこ

とができます。 

なお、１回に限り育児休業の期間を延長することができます。ただし、

配偶者が疾病等で入院した場合や別居した場合など、特別な事情       

がある場合は再度の延長が可能です。 

給与の支給 無給（ただし、育児休業手当金の支給を受けられます。）  

 

 

② 育児時間 
 

ど ん な 時 満３歳に達しない子を養育している時 

サポート内容 

１日２回その都度必要と認められる時間（１回につき３０分以内）休

暇を取得することができます。 

取得する時間については、勤務時間の始めと終わり、又はその一方、

休憩時間の前後等いずれでも可能です。 

給与の支給 有給 

 

 

③ 時間外勤務の免除 
 

ど ん な 時 満３歳に達しない子を養育している時 

サポート内容 

３歳に満たない子を養育する職員が請求した場合は、当該職員の業務

を処理するための措置を講じることが著しく困難である場合を除いて

は、時間外勤務をさせてはならないこととなっています。 
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④ 部分休業 
 

ど ん な 時 小学校就学の始期に達するまでの子を養育している時 

サポート内容 

子が小学校就学の始期に達するまでの間、勤務時間の始め又は終わり

に、１日につき２時間まで（30分単位）休暇を取得できます。 

なお、育児時間取得者は２時間から育児時間の取得時間を差し引いた

時間取得できます。 

給与の支給 勤務しない時間について減額されます。 

 

 

⑤ 子育て部分休暇 

ど ん な 時 小学校就学の始期から３年生までの子を養育している時 

サポート内容 

子が小学校就学の始期から３年生までの間、勤務時間の始め又は終わ

りに、１日につき２時間まで（30分単位）休暇を取得できます。 

なお、育児時間又は介護時間と併用する場合は、２時間からこれらの

取得時間を差し引いた時間取得できます。 

給与の支給 勤務しない時間について減額されます。 

 

 

⑥ 育児短時間勤務 
 

ど ん な 時 

小学校就学の始期に達するまでの子を養育している時 

（育児短時間勤務をすることにより養育しようとする子について、配

偶者が育児休業を取得している場合や配偶者が専業主婦（夫）であって

も利用できます。）  

サポート内容 

子が小学校就学の始期に達するまでの間、以下のいずれかの勤務形態

により勤務できます。 

① １日３時間 55分×週５日（週 19時間 35分） 

② １日４時間 55分×週５日（週 24時間 35分） 

③ １日７時間 45分×週３日（週 23時間 15分） 

④ １日７時間 45分×２日、１日３時間 55分×１日  

（週 19時間 25分） 

※ 交替制職場については１週間当たりの勤務時間が 19時間 25分、

19時間 35分、23時間 15分、24時間 35分となるよう設定されま

す。 

 

短時間勤務することができるのは、１ヶ月以上１年以内の期間です

が、期間の延長を請求することもできます。 

給与の支給 給料及び一部の手当は、勤務時間に応じて支給されます。 
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⑦ 深夜勤務及び時間外勤務の制限 
 

ど ん な 時 小学校就学の始期に達するまでの子を養育している時 

《どれくらい》 

小学校就学前の子を養育する職員が請求した場合は、当該職員の業務

を処理するための措置を講じることが著しく困難である場合等を除き、 

・深夜における勤務 

・１月について２４時間、１年について１５０時間を超える時間外勤務

をさせてはならないこととなっています。 
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４ 子育てに関する男性職員へのサポート 

 
 

 

① 男性職員の育児休暇 
 

ど ん な 時 
１か月検診等の付き添いや二人目の子の出産に伴う小学校入学前の

一人目の子の育児の時等 

サポート内容 

配偶者の分べん予定日の６週間前から、分べん後８週間目までの期間

のうち、５日以内で必要と認められる期間、休暇を取得することができ

ます。 

給与の支給 有給 

 

 

② 男性職員の出産補助休暇 
 

ど ん な 時 
入退院の付添い、出産時の付添い、出産に係る入院中の世話、出生届

出の時等 

サポート内容 
分べんに係る入院等の日から分べん後２週間までの間で３日の範囲

内で必要と認められる期間、休暇を取得することができます。 

給与の支給 有給 

 

 

５ 子育て職員支援研修 

 
 

ど ん な 時 

育児休業中の時 

育児休業から復帰した時 

育児休業を取得する予定がある時                            

研 修 内 容 

（R２年度） 

仕事と育児の両立を支援する制度 

子育て中の職員との対話・意見交換・情報交換 
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① 家族看護休暇 
 

ど ん な 時 

子、配偶者、父母、配偶者の父母の看護をするために取得すること

ができます。 

また、養育する満 15歳に達する日以後の最初の３月 31日までの間

にある子（以下「養育する子」という。）については、看護のほか、

予防接種又は健康診断のためにも取得することができます。（予防接

種や健康診断については、法令により接種等が定められているものに

限らず、任意のものも対象となります。） 

サポート制度 

１年につき５日の範囲内で必要と認める期間、休暇を取得できます。 

養育する子が２人以上の場合は 10日休暇を取得できますが、この場

合においても養育する子以外の者のために取得できる期間は５日とし

ます。 

給与の支給 有給 

 

② 介護休暇 
 

ど ん な 時 

配偶者、父母、子、配偶者の父母等が負傷、疾病又は老齢により 14

日以上日常生活を営むのに支障があるため、介護を必要とする場合に

取得できます。 

サポート内容 
３回を超えず、通算して６月を超えない範囲内で指定する期間内にお

いて必要と認められる期間、休暇を取得できます。 

給与の支給 無給 

 

③ 短期介護休暇 
 

ど ん な 時 

配偶者、父母、子、配偶者の父母等が負傷、疾病又は老齢により 14

日以上日常生活を営むのに支障があるため、介護その他の世話を必要

とする場合に取得できます。 

サポート内容 

１年につき５日の範囲内で必要と認める期間、休暇を取得できま

す。 

世話を要する者が２人以上である場合は、１年につき１０日の範囲

内で必要と認める期間、休暇を取得できます。 

給与の支給 有給 

 

④ 介護時間 
 

ど ん な 時 

配偶者、父母、子、配偶者の父母等が負傷、疾病又は老齢により 14

日以上日常生活を営むのに支障があるため、介護を必要とする場合に

取得できます。 

サポート内容 
連続する３年の期間内において、勤務時間の始め又は終わりに、１日

につき２時間まで（30分単位）休暇を取得できます。 

給与の支給 勤務しない時間について減額 

 

Ⅱ 家族の看護・介護のサポート 
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① 職員の希望に基づく時差勤務 
 

時差勤務を希望する職員は、時差勤務を行う日の勤務形態を、11区分から選択すること

ができます。（公務に支障がない範囲で実施） 

 

＜時差勤務の例（一部抜粋）＞ 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

② テレワーク   

 

県内外１３ヶ所にあるサテライトオフィス（県庁、県内１０合同庁舎、安曇野庁舎、東京

事務所）や自宅から、職場の自席のパソコンと変わらない環境で業務を行うことができま

す。 

 

 

Ⅲ ワークライフバランスの実現を推進する取組 

17:15 

16:45 

早 出 A 

早 出 C 

早 出 F 

早 出 H 

通 常 勤 務 

遅 出 X 

遅 出 Ｙ 

遅 出 Ｚ 

6:15 

6:45 

7:30 

8:00 

8:30 

9:00 

9:30 

10:00 

15:00 

15:30 

16:15 

16:45 

17:15 

17:45 

18:15 

18:45 


